
 1

                                 （財）財務会計基準機構会員 

平成 16 年 3 月期  個別財務諸表の概要            平成 16 年 5 月 25 日 

会 社 名  株式会社 佐賀共栄銀行 

コ ー ド 番 号  0583 

(ＵＲＬ http://www.kyogin.co.jp/) 

本 店 所 在 地 佐賀市松原四丁目 2 番 12 号 

代 表 者 役  職  名 取締役頭取     氏 名 二宮  學 

問 合 せ 先 責任者役職名 取締役総合企画部長 氏 名 杉野 素善  TEL (0952)26-2161 

決算取締役会開催日 平成 16 年 5 月 25 日        中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日 平成 16 年 6 月 29 日        単元株制度採用の有無 有(1 単元 1,000 株) 

１．平成 16 年 3 月期の業績(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 

(1)経営成績                             (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡ 

 経 常 収 益  (対前期増減率) 経 常 利 益  (対前期増減率) 当期純利益  (対前期増減率)

 
平成 16年 3月期 
平成15年 3月期 

百万円  %
  6,842  (△ 7.5) 
  7,398  (△ 6.8) 

百万円  %
  △1,427  (    ―) 
   277  (△33.1) 

百万円  %
  △971  (    ―) 
    126  (   4.1) 

 

 1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

1株当たり当期純利

益 

株 主 資 本 

当期純利益率
経常収支率 預 金 残 高 

 

平成16年 3月期 
平成15年 3月期 

円 銭 
△52  97 

6  54 

円 銭

― 

― 

%

△ 8.0 

1.0 

% 

120.9 

96.2 

百万円

245,935 

237,742 

(注)①期中平均株式数  平成 16 年 3 月期 18,340,412 株  平成 15 年 3 月期 18,347,319 株 

    ②会計処理の方法の変更   無 

  ③経常収支率=経常費用/経常収益×100 

(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金  
 中 間 期 末 

配当金総額

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

平成16年 3月期 

平成15年 3月期 

円 銭 

5    00 

5  00 

円 銭

2    50 

2  50 

円 銭

2    50 

2  50 

百万円

91 

91 

% 

― 

72.5 

%

0.8 

0.7 

(3)財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり 

株 主 資 本 

自己資本比率

(国内基準) 

 
平成 16年 3月期 
平成15年 3月期 

百万円 
  260,843 
  254,983 

百万円
   11,438 
   12,874 

%
      4.4 
      5.0 

円  銭 
623  85 
701  47 

%
(速報値)8.40 
    9.25 

(注)①期末発行済株式数 平成 16 年 3 月期 18,335,679 株  平成 15 年 3 月期 18,344,788 株 

②期末自己株式数   平成 16 年 3 月期      16,821 株   平成 15 年 3 月期      7,712 株 

２．平成 17 年 3 月期の業績予想(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 

1 株当たり年間配当金  経 常 収 益 経 常 利 益 当期純利益
中 間 期 末  

 
中 間 期 
通   期 

百万円 
 3,340 
 6,660 

百万円
  250 
  220 

百万円
   110 
   180 

円  銭
 2  50 
       

円  銭 
        
 2  50 

円  銭
        
 5  00 

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期)    9 円  82 銭 

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成しておりますが、実際の業績は、今後様々

な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。
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平成 16 年 3 月期決算短信添付資料 

 

株式会社 佐賀共栄銀行 

１．16年3月期の業績概況 

 (1) 預金･貸出金 

  預金につきましては､中小口の安定した個人預金を中心に増強に努めました結果、預金全体では、期中81億9

千3百万円(3.4%)増加し､期末残高は、2,459億3千5百万円となりました｡ 

  貸出金につきましては､個人ローン（とくに住宅ローン）の推進で成果を得たことにより､貸出金全体では、期

中13億8百万円(0.7%)増加し､期末残高は、1,844億2千5百万円となりました｡ 

 (2) 損益状況 

  損益面につきましては､有価証券等の運用利回の低下を主因として、資金運用収益は減少し、経常収益は､前期

比5億5千6百万円(7.5%)減少して、68億4千2百万円となりました｡ 

  一方､経常費用は､預金利回の低下を主因として、資金調達費用は減少したものの、不良債権の前倒し処理方針

に伴う個別貸倒引当金の大幅な積増し等により、前期比11億 4千 9百万円(16.1%)増加して、82億 7千万円と

なりました｡ 

  この結果､経常損益は前期比17億4百万円減少して、14億2千7百万円の損失となりました｡ 

  また､法人税、住民税及び事業税等を控除しました当期純損益は､前期比10億9千7百万円減少して9億7千

1百万円の損失となりました｡ 

  その内訳として、15年度上期は10億4千万円の損失、下期は6千9百万円の利益となりました。 

  業務純益は前期比4億7千4百万円(30.0%)増加して､20億5千5百万円となりました｡ 

 

(参考)利回･利鞘の状況       

 当  期 前  期 前 期 比 

    

資金運用利回   (A) 2.48 2.62 △ 0.14 

 貸出金利回   (B) 3.15 3.19 △ 0.04 

 有価証券利回 0.84 1.14 △ 0.30 

資金調達原価   (C) 

 預金債券等原価 (D) 

 預金利回 

1.78 

1.78 

0.07 

1.84 

1.84 

0.09 

△ 0.06 

△ 0.06 

△ 0.02 

預貸金利鞘   (B-D) 

総資金利鞘   (A-C) 

1.37 

0.70 

1.35 

0.78 

0.02 

△ 0.08 

 (注) 小数点第 3位以下を切り捨てて表示しております｡ 

 

２．17年3月期の業績予想 

  平成16年度は、ペイオフの全面解禁を目前に控え、顧客の銀行選別の目がますます厳しくなる中、地元中小

企業の再生支援、金融機関の健全性確保のための収益性向上と、不良債権問題の早期解決が同時に求められて

おります。 

  このような状況の中で､一層の資金の効率的運用と経費節減に努め､経常収益66億円､業務純益9億円､経常利

益2億円､当期純利益1億円を見込んでおります｡ 

 

３．配 当 政 策 

  当行は､銀行業としての公共性に鑑み､長期にわたって安定経営に努めると共に､配当につきましても、継続的

な安定配当を重視することを基本方針としております｡当期におきましても、株主各位への安定した利益還元の

見地より､前期同様1株当たり5円(うち中間配当2円50銭)の配当を予定しております｡ 

％ ％ ％ 
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第 86 期末(平成 16 年 3 月 31 日現在)貸借対照表 

 

                                   株式会社 佐賀共栄銀行 

 
                                        (単位:百万円) 

科     目 金  額 科     目 金  額 

( 負 債 の 部 ) 

預 金 

当 座 預 金 

普 通 預 金 

貯 蓄 預 金 

通 知 預 金 

定 期 預 金 

定 期 積 金 

そ の 他 の 預 金 

そ の 他 負 債 

未 決 済 為 替 借 

未 払 法 人 税 等 

未 払 費 用 

前 受 収 益 

従 業 員 預 り 金 

給 付 補 て ん 備 金 

そ の 他 の 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

再評価に係る繰延税金負債 

支 払 承 諾 

 

245,935 

3,134 

57,953 

866 

478 

176,474 

5,412 

1,615 

653 

27 

41 

301 

220 

9 

2 

50 

383 

744 

1,687 

負 債 の 部 合 計 249,404 

（ 資 本 の 部 ） 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金 

退 職 給 与 積 立 金 

別 途 積 立 金 

当 期 未 処 理 損 失 

当 期 純 損 失 

土 地 再 評 価 差 額 金 

株 式 等 評 価 差 額 金 

自 己 株 式 

 

2,100 

679 

679 

7,889 

517 

8,331 

43 

8,288 

959 

971 

1,103 

△    324 

△      8 

( 資 産 の 部 )

現 金 預 け 金

現 金

預 け 金

商 品 有 価 証 券

商 品 国 債

有 価 証 券

国 債

地 方 債

社 債

株 式

そ の 他 の 証 券

貸 出 金

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

そ の 他 資 産

未 決 済 為 替 貸

未 収 収 益

そ の 他 の 資 産

動 産 不 動 産

土 地 建 物 動 産

建 設 仮 払 金

保 証 金 権 利 金

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

 

 

20,039 

4,585 

15,453 

32 

32 

53,158 

29,076 

1,593 

16,314 

2,557 

3,616 

184,425 

4,259 

23,805 

141,052 

15,306 

928 

56 

243 

628 

4,828 

4,751 

21 

55 

2,803 

1,687 

△  7,060 

資 本 の 部 合 計 11,438 

資 産 の 部 合 計 260,843 負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 260,843 
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株式会社 佐賀共栄銀行 

貸借対照表注記 

注 １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

   ２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

   ３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法

人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場

価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原

価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法に

より処理しております。 

  ４．動産不動産の減価償却は、定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

         建  物    １０年～４７年 

         動  産     ５年～１０年 

   ５．自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却してお

ります。 

   ６．外貨建資産は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

この適用に伴う財務諸表への影響はありません。 

  ７．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

       「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実

務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に

相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒

実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破

綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による

回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

       すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した

資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

  ８．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとお

りであります。 

     過去勤務債務   その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１６年）による定額法に

より損益処理 

     数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１６年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理 

       なお、会計基準変更時差異（４９０百万円 厚生年金基金代行返上後）については、１５年による按分額を費

用処理しております。 

   ９．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

１０．消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、動

産不動産に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。 

 １１．取締役及び監査役に対する金銭債権総額  １９０百万円 

 １２．子会社の株式総額              １０百万円 

１３. 子会社に対する金銭債務総額         １０百万円 

１４．動産不動産の減価償却累計額       ２,５９５百万円 

１５．動産不動産の圧縮記帳額                ２０３百万円 

１６．貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機の一部等については、リース契約により使用しており

ます。 
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 １７．貸出金のうち、破綻先債権額は１,５５３百万円、延滞債権額は１２,００３百万円であります。 

    なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又

は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分

を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という｡）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６

条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

   また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

１８．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は５３百万円であります。 

    なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸出

金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

 １９．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１,８８０百万円であります。 

    なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債

権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

 ２０．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１５,４９１百万円で

あります。 

       なお、１７．から２０．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 ２１．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入

れた商業手形の額面金額は４,２５９百万円であります。 

 ２２．担保に供している資産は次のとおりであります。 

       為替決済、有担保コール等の取引の担保として、有価証券１４,１５２百万円を差し入れております。 

２３．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

    再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日 

    同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布

政令第１１９号）第２条第４号に定める地価税法第１６条に規

定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定

するために国税庁長官が公表した方法により算定した価額に基

づいて、地点の修正､画地修正等､合理的な調整を行って算出し

ております。 

同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評

価後の帳簿価額の合計額との差額 １,１３４百万円 

２４．１株当たりの純資産額  ６２３円８５銭 

２５．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方債」「社

債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。以下２８．まで同様でありま

す。 

         売買目的有価証券 

               貸借対照表計上額                    ３２百万円 

               当期の損益に含まれた評価差額       △０ 

         満期保有目的の債券で時価のあるもの 

                 貸借対照表         時   価     差   額 

                 計 上 額                                     うち益        うち損 

           国  債      －百万円     －百万円    －百万円      －百万円      －百万円 

           地 方 債      －        －          －            －           － 

           短期社債      －        －          －            －           － 

           社  債    ７００      ７２８    ２８     ２８      － 

           そ の 他  １,３００       １,３１８     １８     ２３      ４    

            合 計   ２,０００    ２,０４６    ４６     ５１      ４ 
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その他有価証券で時価のあるもの 

取得原価   貸借対照表      評価差額 

計 上 額            うち益    うち損 

   株  式   ２,５５４百万円 ２,３７８百万円 △１７５百万円  ２７３百万円 ４４８百万円 

債  券   ４６,６６１   ４６,２８４     △３７７     ２７３        ６５０ 

     国  債 ２９,４９９    ２９,０７６       △４２３        ８１       ５０４ 

     地 方 債  １,６２９      １,５９３        △３５         ７         ４２ 

   短期社債     －       －       －      －      － 

     社  債 １５,５３２    １５,６１４          ８１       １８４       １０２ 

   そ の 他   ２,３０８      ２,３１６          ８          ９         １    

    合 計  ５１,５２３    ５０,９７９       △５４４      ５５６     １,１００ 

      なお、上記の評価差額に繰延税金資産２１９百万円を加えた金額△３２４百万円が、「株式等評価差

額金」に含まれております。 

２６．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

              売却額             売却益                 売却損 

           ６,０９３百万円       １４０百万円           １１百万円 

 ２７．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

                     内容                      貸借対照表計上額 

       子会社・子法人等株式及び関連法人等株式                    

                 子会社・子法人等株式          １０百万円 

       その他有価証券 

                 非上場株式（店頭売買株式を除く）      １６９ 

２８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであり

ます。 

              １年以内     １年超５年以内       ５年超１０年以内       １０年超 

   債  券   ５,２９５百万円  ２３,７０９百万円  １１,９１４百万円  ６,０６６百万円 

    国  債  １,９３８     １４,５６０      ６,６９４        ５,８８２ 

地 方 債      －        ６５０        ７５９       １８３ 

短期社債      －          －          －         － 

    社  債  ３,３５６      ８,４９８      ４,４６０         － 

そ の 他     １９９      １,２１０      １,６０４         －    

    合 計   ５,４９５     ２４,９２０     １３,５１９     ６,０６６ 

２９．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない

限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、

１６,７３８百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のものが９,０３５百万円あります。 

    なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ず

しも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情

勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約

極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・

有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内手続に基づき顧客の業

況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 
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                        平成 15 年 4 月 1 日から 

                        平成 16 年 3 月 31 日まで 

                                      株式会社 佐賀共栄銀行 
                                               (単位:百万円) 

科       目 金           額 

経 常 収 益 

資 金 運 用 収 益 

貸 出 金 利 息 

有 価 証 券 利 息 配 当 金 

コ ー ル ロ ー ン 利 息 

預 け 金 利 息 

そ の 他 の 受 入 利 息 

役 務 取 引 等 収 益 

受 入 為 替 手 数 料 

そ の 他 の 役 務 収 益 

そ の 他 業 務 収 益 

国 債 等 債 券 売 却 益 

そ の 他 経 常 収 益 

株 式 等 売 却 益 

そ の 他 の 経 常 収 益 

経 常 費 用 

資 金 調 達 費 用 

預 金 利 息 

そ の 他 の 支 払 利 息 

役 務 取 引 等 費 用 

支 払 為 替 手 数 料 

そ の 他 の 役 務 費 用 

そ の 他 業 務 費 用 

外 国 為 替 売 買 損 

商 品 有 価 証 券 売 買 損 

国 債 等 債 券 償 還 損 

営 業 経 費 

そ の 他 経 常 費 用 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 

貸 出 金 償 却 

株 式 等 売 却 損 

株 式 等 償 却 

そ の 他 の 経 常 費 用 

経 常 損 失 

特 別 利 益 

償 却 債 権 取 立 益 

そ の 他 の 特 別 利 益 

特 別 損 失 

動 産 不 動 産 処 分 損 

そ の 他 の 特 別 損 失 

税 引 前 当 期 純 損 失 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

当 期 純 損 失 

前 期 繰 越 利 益 

中 間 配 当 額 

利 益 準 備 金 積 立 額 

当 期 未 処 理 損 失 

 

6,218 

5,713 

501 

0 

2 

0 

390 

231 

159 

130 

130 

102 

10 

    92 

 

182 

182 

0 

789 

33 

755 

1 

0 

0 

0 

4,350 

2,946 

2,850 

36 

11 

0 

    47 

 

 

    0 

    484 

 

     28 

    136 

 

    6,842 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    8,270 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      

  1,427 

484 

 

 

165 

 

      

  1,108 

116 

△ 253 

  971 

 66 

 45 

   9 

  959 

第 86 期                損益計算書 



 8

 

株式会社 佐賀共栄銀行 

損益計算書注記 
 
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡ 

２．子会社との取引による収益総額    0 百万円 

  子会社との取引による費用総額   28 百万円 

３．１株当たり当期純損失金額    52 円 96 銭 

４．「その他の特別利益」には、厚生年金基金の代行返上益 297 百万円を含みます。 

５．銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成 16 年 4 月 12 日付内閣 

  府令第 40 号）により改正されたことに伴い、当期から次のとおり表示方法を変更しております。 

６．前期において区分掲記していた「税引前当期利益」（又は「税引前当期損失」）及び「当期利益」（又 

は「当期損失」）は、当期からは「税引前当期純利益」（又は「税引前当期純損失」）及び「当期純利

益」（又は「当期純損失」）として表示しております。 
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第 86 期 利益処分計算書案 

 

株式会社  佐賀共栄銀行 

 

(単位:円) 

科     目 金                 額 

当 期 未 処 理 損 失 

 

任 意 積 立 金 取 崩 額 

退 職 給 与 積 立 金 取 崩 額 

別 途 積 立 金 取 崩 額 

 

利 益 処 分 額 

利 益 準 備 金 

配当金(1 株につき 2 円 50 銭) 

 

次 期 繰 越 利 益 

959,760,241 

 

1,070,330,000 

43,330,000 

1,027,000,000 

 

55,039,197 

9,200,000 

45,839,197 

 

55,530,562 
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(平成 16 年 3月期 決算説明資料) 

 

比較貸借対照表(主要内訳) 

 

                                   株式会社 佐賀共栄銀行 

                                        (単位:百万円) 

科    目 平 成 1 5 年 度 末 平 成 1 4 年 度 末 比 較 

( 資 産 の 部 ) 

現 金 預 け 金 

商 品 有 価 証 券 

有 価 証 券 

貸 出 金 

そ の 他 資 産 

動 産 不 動 産 

繰 延 税 金 資 産 

支 払 承 諾 見 返 

貸 倒 引 当 金 

 

20,039 

32 

53,158 

184,425 

928 

4,828 

2,803 

1,687 

△   7,060 

 

17,004 

47 

50,634 

183,117 

682 

4,871 

2,305 

1,955 

△   5,635 

 

 

△ 

 

 

 

△ 

 

△ 

△ 

 

3,035 

15 

2,524 

1,308 

246 

43 

498 

268 

1,425 

資 産 の 部 合 計 260,843 254,983  5,860 

( 負 債 の 部 ) 

預 金 

そ の 他 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

特 定 債 務 者 支 援 引 当 金 

再評価に係る繰延税金負債 

支 払 承 諾 

 

245,935 

653 

383 

－ 

744 

1,687 

 

237,742 

1,037 

441 

186 

744 

1,955 

 

 

△ 

△ 

△ 

 

△ 

 

8,193 

384 

58 

186 

－ 

268 

負 債 の 部 合 計 249,404 242,108  7,296 

( 資 本 の 部 ) 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金 

退 職 給 与 積 立 金 

別 途 積 立 金 

当 期 未 処 分 利 益 

（△は当期未処理損失） 

当 期 純 利 益 

（ △ は 当 期 純 損 失 ） 

土 地 再 評 価 差 額 金 

株 式 等 評 価 差 額 金 

自 己 株 式 

 

2,100 

679 

679 

7,889 

517 

8,331 

43 

8,288 

△       959 

 

△       971 

 

1,103 

△       324 

△         8 

 

2,100 

679 

679 

8,959 

   498 

8,331 

43 

8,288 

129 

 

126 

 

1,103 

36 

△     4 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

△ 

 

△ 

 

 

△ 

△ 

 

－ 

－ 

－ 

1,070 

19 

－ 

－ 

－ 

1,088 

 

1,097 

 

－ 

360 

4 

資 本 の 部 合 計 11,438 12,874 △ 1,436 

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 260,843 254,983  5,860 
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(平成 16 年 3月期 決算説明資料) 

 

比較損益計算書(主要内訳) 

 

                                   株式会社 佐賀共栄銀行 

                                        (単位:百万円) 

科     目 平 成 1 5 年 度 末 平 成 1 4 年 度 末 比 較 

経 常 収 益 6,842 7,398 △ 556 

資 金 運 用 収 益 

( う ち 貸 出 金 利 息 ) 

(うち有価証券利息配当金) 

役 務 取 引 等 収 益 

そ の 他 業 務 収 益 

そ の 他 経 常 収 益 

6,218 

(    5,713)

(      501)

390 

130 

102 

6,449 

(    5,824)

(    620)

384 

461 

103 

△ 

(△ 

(△ 

 

△ 

△ 

231 

111)

119)

6 

331 

1 

経 常 費 用 8,270 7,121  1,149 

資 金 調 達 費 用 

( う ち 預 金 利 息 ) 

役 務 取 引 等 費 用 

そ の 他 業 務 費 用 

営 業 経 費 

そ の 他 経 常 費 用 

182 

(      182)

789 

1 

4,350 

2,946 

223 

(    223)

524 

102 

4,425 

1,846 

△ 

(△ 

 

△ 

△ 

 

41 

41)

265 

101 

75 

1,100 

経 常 利 益 

（ △ は 経 常 損 失 ） 

△    1,427 277 △ 1,704 

特 別 利 益 

特 別 損 失 

484 

165 

0 

5 

 

 

484 

160 

税 引 前 当 期 純 利 益 

（△は税引前当期純損失） 

法人税､住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

当 期 純 利 益 

（ △ は 当 期 純 損 失 ） 

△    1,108 

 

116 

△      253 

△      971 

272 

 

673 

△   527 

126 

△ 

 

△ 

 

△ 

1,380 

 

557 

274 

1,097 

前 期 繰 越 利 益 

中 間 配 当 額 

利 益 準 備 金 積 立 額 

当 期 未 処 分 利 益 

（ △ は 当 期 未 処 理 損 失 ） 

66 

45 

9 

△959 

58 

45 

9 

129 

 

 

 

△ 

8 

0 

0 

1,088 
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(平成 16 年 3月期 決算説明資料) 

 

比較利益処分計算書案 

 

株式会社 佐賀共栄銀行 

 

(単位:百万円) 

科         目 平成 15 年度 平成 14 年度 比  較 

当 期 未 処 分 利 益 

（△は当期未処理損失） △ 959 129 △1,088 

任 意 積 立 金 取 崩 額 1,070 － 1,070 

 

 

退職給与積立金取崩額 

別 途 積 立 金 取 崩 額 

43 

1,027 

－ 

－ 

43 

1,027 

利 益 処 分 額 55 62 △  7 

 

 

 

利 益 準 備 金 

配 当 金 

役 員 賞 与 金 

9 

45 

－ 

10 

45 

6 

△  1 

△  0 

△  6 

次 期 繰 越 利 益 55 66 △  11 

 

 

 

 

 


